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入  札  公  告 

 

 次のとおり一般競争入札を実施するので、競争参加資格確認申請書等を提出されたく掲示する。 

 

１．掲 示 日  令和３年４月１日 

 

２．掲示責任者  独立行政法人中小企業基盤整備機構 

分任契約担当役 財務部長 松宮 勤生 

 

３．担当部課   独立行政法人中小企業基盤整備機構 財務部 調達・管理課 

〒105-8453 東京都港区虎ノ門三丁目５番１号 虎ノ門３７森ビル ７階 

         電話 03-5470-1507（直通） FAX 03-5470-1512 

      担当者：十日谷（とおかや）   E-mailアドレス <chotatsu@smrj.go.jp> 

 

４．工事概要 

 (1) 工 事 名  令和3年度東工大横浜ベンチャープラザ外壁等修繕工事 

(2) 工事場所  令和3年度東工大横浜ベンチャープラザ（神奈川県横浜市緑区長津田4259-3） 

(3) 工事内容   本工事は、神奈川県横浜市において、独立行政法人中小企業基盤整備機構が 

所有する東工大横浜ベンタープラザの老朽化が著しい外壁、屋上、屋外階段、

バルコニー、扉等について塗装、防水等の修繕工事を行うものである。 

① 防水等改修工事（ウレタン系塗膜防水、シーリング打ち替え）一式  

② 外壁等改修工事（外壁用塗膜防水材、コンクリート面ひび割れ（一部自動

式低圧エポキシ樹脂注入）、欠損部改修）一式 

③ 塗装改修工事（鉄部等の塗り替え、一部内壁塗装工事）一式 

④ 内装改修工事（一部内壁石膏ボード張り工事）一式 

⑤ その他工事一式（屋上架台ボルト座金等取付、設備バルコニー目隠しパネ

ル取付状況確認、屋外金属パネル仕上補修、屋上タラップ改修新、サイン

新設、屋外戸当り新設、東西棟間エクスパンジョイント部の調査、等）一

式 

※詳細は別添（設計図・数量調書）のとおり  

(4) 工  期  契約締結日の翌日から令和 3年 9月 30日まで 

 

５．競争参加資格 

     本工事の競争参加資格は、次に示すとおりとする。 

(1) 中小企業基盤整備機構契約事務取扱要領(要領16第29号)第2条及び第3条の規定に該当する者

でないこと。※要領については、当機構ホームページを参照のこと。 
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(https://www.smrj.go.jp/org/info/bid/contract/index.html) 

(2) 独立行政法人中小企業基盤整備機構反社会的勢力対応規程(規程22第37号)第2条に規定する反

社会的勢力に該当する者でないこと。 

（https://www.smrj.go.jp/org/policy/index.html） 

(3) 会社更生法(平成14年法律第154号)に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事

再生法(平成11年法律第225号)に基づく再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。

ただし、手続開始の決定を受けた者を除く。 

(4) 当機構から競争参加資格停止措置期間中の者(中小企業基盤整備機構契約競争参加資格停止措

置要領(要領17第2号)に基づく競争参加資格停止期間中の者をいう。)又は国土交通省関東地方

整備局、東京都または神奈川県から指名停止措置期間中の者でないこと。 

(5) 建設業法第3条の規定に基づく建築一式工事業の許可を得ており、同法第27条の23に基づく最

新の経営事項審査を受け、建築一式工事部門で付与された総合評点が640点以上を有するもの

であること。 

(6) 建設業法第28条の規定に基づく営業の停止の命令を受けている者でないこと。 

(7)  東京都または神奈川県に本店、支店又は営業所を有する者であること。 

(8) 以下に定める届出の義務を履行していない者(当該届出の義務がない者を除く)でないこと。 

  ・健康保険法(大正11年法律第70号)第48条の規定による届出の義務 

   ・厚生年金保険法(昭和29年法律第115号)第27条の規定による届出の義務 

   ・雇用保険法(昭和49年法律第116号)第7条の規定による届出の義務 

(9) 工事実績 

本工事において、同種工事の実績を有すること。なお、同種工事の実績とは、平成23年4月

1日から令和3年3月31日までに完成及び引渡しを済ませた次の要件を満足する工事とする。 

【同種工事の全てを満たす工事】 

① 工事内容：外壁等改修工事（建築工事）の実績。 

② 規  模：工事請負金額が20百万円以上。 

(10) 本工事に係る設計業務の請負者(株式会社集研設計)又は当該請負者と資本若しくは人事面に

おいて関連がある建設業者でないこと。 

(11)  経営状況又は信用状況などが極端に悪化し適正な契約の履行が確保されないと認められる 

者でないこと。 

 

６．入札手続等 

  (1) 担当部課・担当者 前記３．と同じ。 

  (2) 設計図・数量調書・現場説明書等の交付及び事前視察について 

入札心得、工事請負契約書については以下のアドレスに掲載しているので、確認のこと。 

(https://www.smrj.go.jp/org/info/bid/order/index.html) 

①  交付期間：令和3年4月1日（木）から令和3年4月16日（金）17時00分まで 

https://www.smrj.go.jp/org/info/bid/contract/index.html
https://www.smrj.go.jp/org/policy/index.html
https://www.smrj.go.jp/org/info/bid/order/index.html
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②  設計図・数量調書・現場説明書等について、交付を希望する者は、創業・ベンチャー支援 

部 創業・ベンチャー支援課＜incu_f.m.office@smrj.go.jp＞へ「会社名、担当者氏名、役 

職、連絡先（電話番号、E-mailアドレス）、令和3年度東工大横浜ベンチャープラザ外壁等修

繕工事の資料交付を希望する旨」を記載し、E-mail（様式は任意）にて請求した後に電話連

絡（03-5470-1605）すること（担当：藤田、志田）。申請があった者に大容量メール送信サー

ビスにて送付する（請求後3営業日以内）。 

※期日までに請求のない者は、本件入札に参加できない。 

③ 事前視察について 

ア． 事前視察の依頼・連絡 

事前視察を希望する者は、視察を希望する日の3営業日前までに（２）②の担当者までメ 

ールで視察希望日時（複数）、会社名、代表者氏名、役職、連絡先、当日参加人数をメール 

（様式は任意）で依頼した後に電話連絡（03-5470-1605）すること。 

イ． 事前視察の日程 

令和3年4月8日（木）から 令和3年4月12日（月）（ただし、土日を除く） 

10:00～16:00まで（ただし、11:30～13:30を除く） 

なお、施設の利用状況により視察できない日時がある。 

(3)  質問書の提出期限及び場所 

    提出期限：令和3年4月13日（火）17時00分まで必着 

    提 出 先：上記(1)に同じ 

そ の 他：質問については、質問書を作成の上、上記期間までにE-mailにて提出すること。 

また、E-mailした後には、必ず上記(1)あて電話にて受領確認をすること。 

(4)  質問に対する回答の日時及び場所 

質問に対する回答書は、各社に令和3年4月15日（木）17時00分までにE-mailで回答する。な

お、回答すべき質問があった場合に限り通知する。 

  (5)  競争参加資格確認申請書(以下｢申請書｣という。)及び資料の提出期限、提出先及び提出方法 

①提出期限：令和3年4月19日（月）17時00分まで 

②提 出 先：(1)に同じ 

③提出方法：郵送等(書留郵便等の配達履歴を確認できる方法)又は持参に限る。なお、郵送等

の場合は提出期限までに必着とする。 

 (6)  入札及び開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法 

① 日  時：令和3年4月27日（火）14時00分 

② 場  所：独立行政法人中小企業基盤整備機構 本部2階 2L会議室 

（〒105-8453 東京都港区虎ノ門3-5-1 虎ノ門37森ビル  ℡: 03-5470-1507） 

③提出方法：持参 

③ そ の 他：競争入札の執行にあたっては、分任契約担当役により競争参加資格を有するこ 

とが確認された旨の通知書又はその写しの提示を求める場合がある。 
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７．その他 

  (1)  入札保証金及び契約保証金 

   ①入札保証金：免除 

② 契約保証金：納付。ただし、金融機関若しくは保証事業会社の保証（取扱官公庁独立行政 

法人中小企業基盤整備機構）をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、公共工

事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金

を免除する。 

(2) 入札の無効 

本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽の記載をした者のし

た入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

(3) 落札者の決定方法 

    中小企業基盤整備機構契約事務取扱要領第9条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の

範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。ただし、落札者となるべ

き者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれ

があると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すことと

なるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格

をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者とすることがある。 

 (4) 落札者の経営状況又は信用状況などが極端に悪化し適正な契約の履行が確保されないと認め

られる状態に立ち至った場合には、その落札決定を取り消すことができるものとする。 

  (5)  契約書作成の要否  要。 

  (6)  詳細は入札説明書による。 

 


